
デジタル時代の組合運動

デジタル・ツールやオンライン・アクティビズムの
登場と、伝統的な労働組合の衰退が同時発生してい
るため、労働運動活性化におけるソーシャルメディ
アの重要性が世界的に増している(Pasquier et al. 
2020; Wood 2020)。労働組合は過去デジタルへの適
応に苦戦してきたものの(Houghton and Hodder 
2019)、コミュニケーション戦略を次第にオンライン、
とくにFacebookやTwitterなどの既に確立されたソー
シャルメディア・プラットフォームの活用にシフト
しつつある。これらのプラットフォームは、労働組合
と草の根運動の参加者が、また、組合リーダーと一般
労働者が交わる重要な舞台である。

いまや、オンラインでどうつながるかではなく、オ
ンラインをどう活かすかが問われている。デジタル
時代となり、労働者と結びつき動員するためにソーシャ
ルメディアの力を使いこなす、労働組織の新形態「ソー
シャルメディア・ユニオニズム」が台頭しているのだ 
(Hau and Savage, 2022)。伝統的ユニオニズムが対面
交流を重視するのに対し、ソーシャルメディア・ユニ
オニズムはコミュニケーションや動員、団体行動に
おいてデジタル・プラットフォームを重用する。

こうした組合運動の形態はとりわけ、地理的に離れ、
職場での交流がないデジタル・プラットフォームで
働く非典型労働者に向いている。ソーシャルメディア・
ユニオニズムは移民やプラットフォーム労働者、フ
リーランスや在宅勤務者といった、労働組合が手を
差しのべるのが難しい人々の草の根の組織化や動員
維持を可能にする。

これまでにも「オープンソース・ユニオニズム」や
「デジタル・ユニオニズム」といった概念が提唱され

てきたが、ソーシャルメディア・ユニオニズムは労働
組織におけるソーシャルメディア・プラットフォー
ムの役割を強調する、より具体的な概念である。この
概念は、多様な人々との関係を構築し、不安定・非典
型的な働き方をしている労働者とつながるために
FacebookやTwitterなどの確立されたプラットフォー
ムや他メディアを使うことを意味する。労働組合は
こうした確立された大規模なネットワークにお
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してもらうことで、メッセージを拡散し、団結を組織
できる。

労働組合はソーシャルメディアを積極的に利用し、
政治行動や組織化施策を活性化するコミュニケーショ
ン戦略を再考する必要がある。これがうまくできれば、
労働組合はソーシャルメディア・ユニオニズムにより、
これまで直面してきた時間と空間という壁を越える
ことができる。ソーシャルメディア・プラットフォー
ムの活用により、労働組合は物理的な近さに寄らず、
場所、時差、勤務時間の異なる労働者と接触し連帯感
を育み、団体行動を喚起できる。リモートワークが増
え、ギグエコノミーが広がるなかで、これは極めて重
要である。

さらにソーシャルメディアは、労働運動において
縁辺にいる人たちの声を増幅し、包摂し、多様な視点
と経験もつ人々を代表するプラットフォームになる。
ソーシャルメディアの力を活かすことで、労働組合
は労働運動の風景を変え、より大きな波及力と影響
力のあるデジタル・アクティビズムを推進できる。

連帯（connective）と 
団体（collective）

デジタル時代のユニオニズムの進化に対しては楽
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観論も懐疑論もある。一方の研究者たちは、ソーシャ
ルメディアによる革新に対し楽観論を注意深く表明
している(Cockfield, 2005; Bryson et al., 2010)。例え
ば、組合員の発言を促し(Carter et al., 2003)、新たな
連帯を構築し(Hecksher and Carré, 2006)、移民労働
者とのコミュニケーションを改善する(Fitzgerald et 
al., 2012)。 他方の研究者たちは、デジタル技術によ
る民主化に懐疑的である。伝統的な労働組合のヒエ
ラルキーを再生産し (Kerr and Waddington, 2013; 
Hodder and Houghton, 2015)、労働組合のリーダー
シップにとって制御不能な脅威となると指摘する 
(Pasquier and Daudigeos, 2019)。

この楽観論と懐疑論を超える試みとして、テクノ
ロジーの客観的特徴と利用者の主観的認識を関連付
ける「アフォーダンス・アプローチ」を提唱する研究
者もいる(Hennebert et al., 2021)※ 。アフォーダン
ス・アプローチは文脈や利用者によって、様々なテク
ノロジーがどのように使い分けられるのか理解する
のにとくに有用である。アフォーダンス・アプローチ
は、テクノロジーの影響は、その設計や用法によって
だけでなく、個人や集団がどのように利用するかに
よって決定されることを重視する。このアプローチ
では、同じテクノロジーであっても、文脈や利用者が
異なれば、アフォーダンスが異なると考える。

例えば、Twitterのようなソーシャルメディア・プ
ラットフォームは短いメッセージを送るアフォーダ
ンスをもつ。しかし、このアフォーダンスの使われ方
は千差万別である。ある利用者は個人の近況を知ら
せるために、ある利用者はニュースや政治的見解を
共有するために、またある利用者は興味のあるコミュ
ニティに参加するために使うかもしれない。

アフォーダンス・アプローチはソーシャルメディア・
ユニオニズムに関して、様々なソーシャルメディア・
プラットフォームがコミュニケーション、動員、団体
行動にどのように異なる形態をもたらすのかについ
て有益な洞察をもたらす。例えば、LinkedInのような、
プロフェッショナル中心のネットワークにおいては、
組合コミュニケーションは、キャリア、訓練、能力開
発、ガイダンスなどの内容を強調すべきである。各プ
ラットフォーム特有のアフォーダンスを理解するこ
とで、組合は特定の個人に響くようメッセージを調
整し、デジタル圏での影響力を最大化できる。このよ
うに、アフォーダンス・アプローチは、テクノロジー
と社会の関係を理解するための柔軟で繊細な枠組み
を提供する。アフォーダンス・アプローチは、利用者
のエージェンシーと、テクノロジーが利用される社
会的・文化的背景を浮き彫りにする。

HauとSavage（2022）はソーシャルメディア・ユニ
オニズムという概念を、アフォーダンス・アプローチ
に基づいて定義した。これはソーシャルメディア・ユ
ニオニズムを、組織的やコミュニケーションの応答
に統合するものである。そのためには伝統と革新の
バランスや、様々な組織行動のバランスに留意が必
要である。

水平的で非中央集権的なオンライン・ネットワー
クは連帯行動（connective action）の論理にもとづく
の対し、官僚的ヒエラルキーにもとづく組合は団体
行動(collective action)の論理を用いているため、両
者には緊張関係が発生する (Hecksher and Carré, 
2006; Saundry et al., 2007; Bennett and Segerberg, 
2012)。連帯行動によるネットワークは、組織による
強力な統制を必要とせず、組合の伝統的な団体行動
に比べ、個人化され、階級が水平的である（Hau, 
2022）。組合はこうした組織論理のバランスを取る
必要があり、ソーシャルメディア・ユニオニズムは、
FacebookやTwitterなどの確立されたプラットフォー
ムに草の根ネットワークをア
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なのである。

ウォルト・ワーカーズ・グループ 
（WWG）の例

ソーシャルメディア・ユニオニズムの代表的な成
功例は、デンマークのウォルト・ワーカーズ・グルー
プ（WWG）による草の根組合運動である。WWGは食
品配送プラットフォームWoltで働く移民の配送業
者らの代表組織である。同グループは組合員を組織化・
動員するためにソーシャル・メディアを効果的に利
用しつつ、熟練労働者と非熟練労働者の25万人以上
の組合員を擁するデンマ ーク最大の3F（United 
Federation of Workers)などの既成組合からの支援
も受けている。WWGは組合員フォーラム、グループ
のWebサイト、イベント掲示板の統合機能としてソー
シャルメディアを利用する一方で、伝統的な組織化
手法も用いている。

WWGはソーシャルメディアを活用することで非
階級的で柔軟なネットワーク構造を維持し、迅速に
問題に対処し、組合員を動員できる。同時に、WWG
は既成組合の資源や支援を活用することもでき、ソー
シャルメディア・ユニオニズムの特徴である自主性

※　 「アフォーダンス（affordance）」とは心理学者James J. Gibsonが
提唱した概念で、本来は物体がどのように使用できるかの意味
や価値を指す
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と支援を両立している。
WWGのソーシャルメディア・ユニオニズム戦略は、

オンラインの連帯行動と、伝統的な団体行動による
支援の組み合わせである。WWGは誰もがソーシャ
ルメディアのチャンネルを通じて自己表現できる、
緩やかで水平的な組織構造を有しているが、3Fが
WWGに場所と資金を提供することでヒエラルキー
な組織でもある。ソーシャルメディア・ユニオニズム
戦略の本質は、WWGのソーシャルメディア活動に
おける専門性が、ネットワークの自主性を尊重する
3Fの強力な資源配分によって支えられていること
である。WWGと3Fのパートナーシップは、組合が一
定の距離を保ちながらWWGを支援するという戦略
的提携になっている。この取り決めにより3Fは、
Woltとの交渉プロセスに損害を与えると考えられ
る場合は、WWGの行動にともなうリスクを直接被
らずに、WWGの主張的活動から利益を得ることが
できる。これは、高度に規制された団体交渉制度で活
動する組合にとって、特に強力な力となり得る。デン
マークでは、雇用主と従業員の間のコンセンサスが
非常に重視されており(Due et al. 1993）、組合は、山
猫ストや象徴的行動、座り込みのような「急進的」な
行動に関与せず、政治的正当性を維持するために慎
重に行動しなければならない（Hansen and Hau, 
2021）。

さらに、このパートナーシップは3Fのブランド価
値をおおいに高め、新たな労働形態への足がかりと
なり、若い活動家との結びつきを生み出す。WWGと
3Fの協力は、オンラインの草の根運動と伝統的な組
合組織の両方の強みを活用しようとするものである。
そのためには、自主性、支援、信頼のバランスに留意
する必要があり、労働組織の進化におけるパートナー
シップの複雑さと可能性を示している。簡単ではな
いが、このケースはソーシャルメディア・アクティビ
ズムが組合にいかに価値をもたらすことができるか
を示す明白な例である。

「信頼」と「組織の違い」 
という課題

ソーシャルメディアには潜在的な利点があるにも
かかわらず、組織化での利用は難しい。ソーシャルメ
ディア・ユニオニズムの成功には信頼が極めて重要
なのである。これには、組織化にソーシャルメディア
を利用する際の「社会的信頼」と、オンライン・ネット
ワークとパートナーシップを結ぶ組合との「組織間
の信頼」が含まれる。

ソーシャルメディアは若年労働者を巻き込むのに
有効だが、対面による組織化を代替することはでき
ない。対面交流を介して得られる社会的信頼は、デジ
タルでの組織化戦略を制約するまさに主因である。
このことは強固なグループ・アイデンティティが既
に形成されている場合は、ソーシャルメディアは団
体行動の補完として機能することを示唆する。労働
者がオンラインで不満を共有することで連帯が生ま
れ、デジタル空間と物理的空間を行き来する中で団
体のアイデンティティが形成される（Walker, 2021）。

加えて、既成の労働組合とオンライン・ネットワー
クの間には協力を困難にし、相互信頼のための協力
者を必要とする組織上の根本的違いがある。具体的
には、構造、メンバーシップ、戦略・戦術、コミュニケー
ション方法、資源の違いである。

伝統的労働組合と 
オンライン・ネットワークの違い

構造
伝統的な組合は通常、役割と責任が明確に定義さ

れたヒエラルキーの中で運営されている。リーダー
の選出、委員会、意思決定の手続きが定められている。
一方、オンラインの草の根ネットワークは、フラット
で分権的な構造を特徴とすることが多い。意思決定
はより民主的で参加型であることが多く、メンバー
は平等に発言権を持つ。

メンバーシップ
組合には正式な加入手続きがあり、組合員を代表

して使用者と交渉する。組合は組合員を代表して団
体交渉を行う法的権限を持っている。しかし、オンラ
イン・ネットワークは、より流動的で包摂的であり、
誰でも加入し参加することができる。組合員である
こととFacebookのページに「いいね！」を押すこと
は同じではない。

戦略・戦術
組合には、ストライキ、団体交渉、ロビー活動など、

確立された戦略・戦術を用いてきた長い歴史がある。
しかし、オンライン・ネットワークは社会運動から援
用した、より多様で革新的な戦術を用いることが多く、
ソーシャルメディアをキャンペーン、動員、世論啓発
に活用する。

コミュニケーション方法
伝統的な組合は、公式のコミュニケーション・チャ
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ンネルに頼ることが多い。対照的に、オンライン・ネッ
トワークはデジタル・プラットフォームをコミュニ
ケーションとエンゲージメントに利用するため、非
公式な方法となる。そのため、汚い言葉やスラングを
使ったり、勤務時間外に投稿したりすることがある。

資源
組合はたいてい、資金、法的専門知識、雇用主や政

策立案者との関係性といった重要な資源を利用でき
る。一方、オンライン・ネットワークは資源が乏しく、
ボランティア活動やクラウドファンディングに依存
していることが多い。

このような違いは、組合とオンライン・ネットワー
クがソーシャルメディア・ユニオニズムで協力する
際に問題を引き起こす。例えば、構造や意思決定の違
いは、戦略や戦術をめぐる対立につながる。コミュニ
ケーションや関わり方の違いによって、活動の調整
やメンバーへの情報提供、巻き込みが難しくなるこ
とがある。資源の違いは、力の不均衡や、社会対話や
資源配分をめぐる対立につながる可能性がある。し
かし、これらの問題をうまく管理できれば、ソーシャ
ルメディア・ユニオニズムにおける組合とオンライン・
ネットワークの協力は、労働運動において革新と活
性化の大きな契機となる。

筆者らの研究によれば、組合はネットワークを官
僚化して組合構造に統合するのではなく、ファシリ
テーターとしてふるまい、分散的ネットワークの行
動を認めることで、ソーシャルメディアへの関与を
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できる。それにより、組合は制約に
対処しながら、ソーシャルメディアの優位性を最大
限に引き出せる。

ソーシャルメディアの 
優位性を生かす

まとめると、ソーシャルメディア・ユニオニズムは、
労働者団体の運営方法や労働者との関わり方におけ
る実質的な転換を意味する。ソーシャルメディアの
力を活用することで、組合はより多くの人々にリー
チし、より効果的に動員を行い、労働市場の動的な進
化に適応できる。しかし、このアプローチに課題がな
いわけではない。組合はオンライン活動と伝統的な
対面交流のバランスをとることが肝要である。デジ
タル時代が進めば、ソーシャルメディアが労働者団
体において重要な役割を果たしていくことは明白で
ある。したがって、労働組合はこれらのプラットフォー

ムの力を理解し活用する一方で、潜在的懸念も認識
することが不可欠である。

重要なことは、ソーシャルメディア・ユニオニズム
は、既存の成功した組合組織化戦略に取って代わる
ものではないということである。組合組織や協調戦略、
リーダーシップに内在する伝統的な団体行動の論理
を損なうことなく、組合はア
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した活動家
ネットワークを通じてオンライン連帯行動の力を発
揮できる。単にファシリテーターとして行動し、分散
ネットワークの行動を認めることで、組合はデジタル・
ソーシャルメディア・テクノロジーの優位性を生か
すことができる。

しかし、この戦略には組織間の高度な信頼関係が
必要であり、労働組合にとっては、制御が難しいネッ
トワークに資源を投入するという点で一定のリスク
がともなう。ネットワークは「緩い大砲」として機能
し、組合と使用者との対立を生み、妥結を妨げる可能
性があるが、既成組合とデジタルの草の根運動との
注意深く管理されたパートナーシップは、台頭しつ
つあるプラットフォーム経済で、支援が届きにくい
労働者を組織化する可能性を大いに秘めている。

ソーシャルメディア・ユニオニズムは、縁辺的なグ
ループと接点を持ち、他の方法では支援が得られな
いであろう人々のコミュニティ形成に特に効果的で
あることが証明されている。少数派が疎外もしくは
非可視化されがちな伝統的なヒエラルキー組織に比
べ、個人による政治的関与が可能である(Wright et 
al. 2022)。労働組合は今後、これらの懸念を認識し、
バランスを取りつつ、連帯行動と団体行動という両
方の論理の強みを認識することが肝要である。

労働組合は、ソーシャルメディア・ユニオニズムに
おける伝統的組織とデジタル・ツールの組み合わせ
の強みを理解して、バランスを取る方法を見つけな
ければならない。最後に、「ソーシャルメディア・ユニ
オニズムの実践的含意」をまとめておく。ソーシャル
メディア・ユニオニズムの長期的な影響を理解し、ベ
ストプラクティスを特定するためには、さらなる研
究も期待される。
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ソーシャルメディア・ユニオニズム戦略の実践的含意

【教育訓練】 
組合は職員のソーシャルメディア・プラットフォームの利用訓練に投資すべきである。
これには、組織化や動員のためにソーシャルメディアを効果的に利用する方法に関す
るワークショップやオンラインコースが含まれる。各プラットフォームの特徴や、投稿
に最適な時間帯、フォロワーとの関わり方を理解することで、ソーシャルメディア・ユ
ニオニズムの効果を増幅できる。そのためにはコミュニケーションチームだけでなく、
組合の政治的構造を統合する必要がある。組合員は、組合リーダーがオンラインで自分
たちと関わってくれることを期待している。

【デジタル・アクティビストとの協働】
組合は自分たちのメッセージを増幅してくれるデジタル・アクティビストとの連携を
検討する。このようなパートナーシップにより、組合はより多くの人々に働きかけ、新
規組合員を獲得できる。組合はこれらのパートナーシップが組合の価値観や目標に合
致していることを確認し、ネットワークと信頼関係を構築するよう努めるべきである。

【オンラインとオフライン活動のバランス】
ソーシャルメディアは強力な動員ツールになりうるが、組合は対面の会議やイベント
などのオフライン活動への投資を継続することが重要である。これは、団体行動の成功
に不可欠な組合員間の信頼と連帯の構築に役立つ。組合はオンラインとオフラインの
活動のバランスをとり、それぞれのアプローチの強みを活かすべきである。ソーシャル
メディアは、これまでの組合戦略を代替するのではなく、補完するものである。

【ソーシャルメディア方針の策定】
組合は、これらのプラットフォームでどのような行動が許容されるのかを示すわかり
やすいソーシャルメディア方針を策定すべきである。これは、組合の評判や組合員の士
気に悪影響をもたらすオンライン・ハラスメントやその他の問題行動を防止するのに
役立つ。方針は全組合員にわかりやすく伝え、定期的に見直し、更新していく必要がある。

【既存組合のリソース活用】
WWGや3Fの例に見られるように、草の根のイニシアティブは既成組合の資源や支援か
ら便益を得ることができる。既成組合は、草の根グループの自主性を尊重しつつ資金や
集会の場などを提供できる。これによって、ソーシャルメディア・ユニオニズムに特徴
的な、自主性と支援のバランスが実現する。

【規制環境への対応】
組合は規制環境に注視すべきである。高度に規制された団体交渉制度のもとでは、ソー
シャルメディア・ユニオニズムは、組合が通常の反響に直面することなく批判を表明し、
行動を起こすことができる。しかし、組合は交渉プロセスを損なうと見なされかねない
行動を避け、オンライン・ネットワークに急進的な行動をア

・
ウ
・
ト
・
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・
ー
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ス
・
するよう留意す

べきである。
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